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市町村における議会事務局の職員数に関する研究
A study on the number of staff of the assembly secretariat in municipalities

伊　藤　哲　也

要旨

人員体制をはじめとした議会事務局の充実強化の必要性は，従前から主張されていたが，その前段として議会

事務局の実態分析を扱った先行研究等は少ない。そこで本論文では，これまで分析の蓄積が少ない市町村の議

会事務局に着目し，議会改革の成否にも影響を与えると考えられる議会事務局職員数が2000年地方分権改革を

切っ掛けにどのように変化や充実をしていったのか，あるいはしなかったのかについて定量的な分析を試みた。

分析の結果，議会事務局職員数については，2000年地方分権改革を経てもその数を増やしてこなかった事が

確認できた。また，議会事務局職員数は，「議会が独自の定員管理政策をもつ」という状況にはなっていない

と考えられ，議会事務局職員数という量的な面の在り方を議会が主体的に検討していない，若しくは，主体的

な検討を行っているものの市町村全体の定員管理が優先され，議会改革を実現するための真に必要な人員体制

となっていない可能性が示唆された。

キーワード

議会事務局，職員数，議員定数，平成の合併，2000年地方分権改革

1 ．はじめに

近年，2000年地方分権改革以降に制定されるよう

になった議会基本条例に象徴される議会改革が注目

をされるようになってきたが，それに関連をして議

会を補佐する役割を担う議会事務局（以下，本論文

において特に注記をしない場合は，地方自治法の規

定による「議会事務局」のみでなく，議会の事務を

行うために職員が勤務している形態も「議会事務

局」という。）も注目されている。「ほとんどの議会

基本条例が議会事務局の強化を規定し，議会事務局

が議会改革の推進において大きな役割を果たしてい

る事例も少なくない。」（廣瀬2018： 9 ）という識者

の見解や，「議会改革を進めるためには，議会の政

策立案機能の強化など様々な取り組みが必要となる

ため，多くの場合，その成否は議会事務局によるサ

ポート体制がキーとなる。」（清水2015：37）と述べ

る議会事務局の職員も出てきている。このことは，

議会改革の成否は，改革を行なおうとする議会その

ものが主体的に議会事務局の量的質的な面も含めて

体制を整える事の重要性を示唆していると考えられ

る。また，「地方分権で地方の主体性が強化された

ように言われているが，議会に関する限り議員数や

職員数の減少により議会力が低下している。議会事

務局にも活気がなくなりつつある。」（野村2011：

193）という主張に象徴される様に2000年地方分権

改革後も脆弱な議会事務局の人員体制が指摘されて

いる。人員体制をはじめとした議会事務局の充実強

化の必要性は，後述する先行研究等からも明らかな

とおり，従前から主張されていたが，管見の限り充

実強化の必要性を主張する前段として議会事務局の

実態分析を扱った先行研究等は少ない。 江藤
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（2012：186）では「研究者の中では，議会事務局は

もとより議会を研究対象として取り上げることに関

心を示す者はほとんどおらず，議会事務局の実態分

析の蓄積が少なかった。」と述べており，この他に

も，特に市町村については，その数も多く市町村全

体を俯瞰した議会事務局の実態分析が困難であった

のもその要因と筆者は考えている。

そこで本論文では，充実強化の必要性の前段とし

て，これまで分析の蓄積が少ない市町村の議会事務

局に着目し，議会改革の成否にも影響を与えると考

えられる議会事務局の職員数が2000年地方分権改革

を切っ掛けにどのように変化や充実をしていったの

か，あるいはしなかったのかについて定量的な分析

を試みる。ただし，後述（4.1）するように分析デー

タの制約から，分析については特別区を除いた市町

村を中心とし，マクロ的な視座から論じる。

以下，本論文では，第 2節において議会事務局制

度等を概観し，第 3節において先行研究等の確認及

び仮説の提示，第 4 節で分析，第 5 節で仮説の検

証，第 6節で全体を通じた総括を行う。

なお，本論文中の意見の部分については，筆者の

私見であることを念のため申し添える。

2 ．議会事務局制度等
2.1　議会事務局制度

地方自治法第138条第 2項では，「市町村の議会に

条例の定めるところにより，事務局を置くことがで

きる。」と規定されており市町村の議会事務局は任

意設置とされている。同事務局を置いた場合は同条

第 3項の規定により「事務局長，書記その他の職員

を置く。」とされ，置かない市町村については同条

第 4項の規定により「議会に書記長，書記その他の

職員を置く。ただし，町村においては，書記長を置

かないことができる。」とされている。これらの職

員の任免については，同条第 5項の規定により「議

長がこれを任免する。」とされ，職員の定数につい

ては同条第 6 項の規定により「条例でこれを定め

る。」とされている。この条例は議会の補助職員の

定数を定めるものであるが，「他の職員とともに一

の定数条例の中に規定するか事務局組織条例中に規

定するかは任意である（行実昭二六，三，一九）」（松

本2015：489）。と解されており，執行機関と同一の

定数条例の中に議会事務局の職員定数を定めること

も可能とされている。

2.2　議会事務局職員の定員管理の考え方

議会事務局の職員定数については，2.1で述べたよ

うに条例で定めることになるが，その数を決定する

前段として議事機関である議会事務局職員の定員管

理の考え方はどのようになっているのであろうか。

地方公共団体の職員の定員管理の実務は，総務省

（旧自治省）が1982（昭和57）年度に公表しその後

も改定を重ねている定員モデルの影響が大きいと考

えられるため，定員モデルにおける議会事務局の扱

いを確認する。最初に策定し公表された定員モデル

について，その意義や考え方を解説している桝原

（1982）では，「定員モデルの設定にあたっては，独

立採算制のとられている公営企業部門を除く普通会

計部門に限ることとされ，さらにこのうち教育，警

察，消防部門について法令等で定員の配置基準が定

められている職員が大宗をなし，一般事務職員等も

これに連動するところから一括除外されることに

なった。」（桝原1982：31）とし，定員モデルは配置

基準がある消防部門等を除いた普通会計の職員を対

象としていることを述べている。更に定員モデルで

は普通会計の部門別にも定員モデルが示されるが，

この部門別区分の考え方は，「原則として『地方公

共団体定員管理調査』の大部門によることとした

が，地方公共団体の実務担当者の意見を参考にしな

がら，次のような調整のもとに設定されたものであ

る。」（同：32）とし，本論文で扱っている議会の部

門については，「議会」と「総務」を統合して部門

を「議会・総務」としたとしている。このように定

員モデルにおいては，議事機関である議会事務局の

職員は，普通会計全体でも部門別区分でも執行機関

の職員と合算されて定員モデルが示されることと

なった。この「議会・総務」という部門別区分は，

近年の定員モデル（例：地方公共団体定員管理研究

会，2019（平成31）年，『地方公共団体における適

切な定員管理の推進について（第10次定員モデル　
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一般市，町村分）』）でも引き継がれている。

近年の地方公務員の大幅な定員の純減の切っ掛け

となった「地方公共団体における行政改革の推進の

ための新たな指針の策定について」（2005（平成17）

年 3月29日付け総行整第11号，各知事等あて総務事

務次官通知）では，行政改革大綱の見直しと2005

（平成17）年度を起点としおおむね2009（平成21）

年度までの間の行政改革大綱の具体的な取組を明示

した集中改革プランの公表を要請し，その中で定員

管理の適正化については「極力職員数の抑制に取り

組むこと。」とされ，その際，定員適正化計画の策

定・見直しに当たっては，この定員モデルも積極的

に活用することが助言された。

3 ．先行研究等及び仮説の提示
3.1　先行研究等

議会事務局の職員数に係る先行研究等は少ない

が，管見の限り次の先行研究等がある。

石山・田口（1993）では，議会事務局の課題とし

て「 1．事務局体制の強化， 2．議会図書室の整

備， 3．委員会の公開と事務局の体制」を挙げ，

「事務局体制の強化」の具体的項目として「⑴スペ

シャリスト（専門職）の配置，⑵議会事務局職員の

増員，⑶事務の効率化の研究課題」の 3 点を指摘

し，「議会事務局職員の増員」の中で「調査活動の

活発化など承知をしていても，とうてい手が回りか

ねている。」（石山・田口1993：253）や「行政改革

が叫ばれているときではあるが，車の両輪に例えら

れる執行機関と議決機関の関係であるから，バラン

スからいって相当の職員数の配置と，兼務の解消を

することが必要との意見が強い。」（同：254）と当

時の議会事務局の実状とそれに対する意見を述べて

いる。

大森（2002）では，1997（平成 9）年 7月 8日の

地方分権推進委員会の第 2 次勧告において，「地方

公共団体は，議会事務局職員の資質の向上と執行機

関からの独立性の確保を図る観点から，専門的能力

の育成強化を図るための共同研修の実施，相互の人

事交流の促進等の措置を積極的に講じ，中核となる

職員の養成，議会事務局の体制整備に努めるものと

する。」とされていることに関連し，議会事務局職

員人事の改革を提案している。その内容は「一つ

は，自治体全体の職員定数管理から議会職員をはず

し，議会が独自の定数管理政策をもつことであり，

もう一つは現行のような執行部採用の職員が議会に

派遣されてくる交流人事を改めることである。」（大

森2002：172）としている。

日経グローカル編（2011）では，「事務局職員，

人数，人事制度に課題」とし，「執行部の職員数と

は雲泥の差であり，数人程度では議会改革をサポー

トする余裕もなさそうだ。」（日経グローカル編

2011：134）と評価している。

江藤（2012）では，「人数は少なく，数年で異動

－議会事務局の実態」（江藤2012：194）とし，「市

議会は，平均8.5人で，議員一人当たり0.28人であ

る。町村議会では，平均2.3人で，議員一人当たり

0.15人である（第29次地方制度調査会専門小委員会

提出資料（「地方公務員実態調査」（総務省），2006

年 4 月 1 日現在）。」（同：194）と述べている。

綱（2014）では，平成の大合併における市町村の

定員管理の動向について2012（平成24）年に実施を

したアンケートを元に分析を行っている。その中で

今後の職員数の削減について分析を行っているが，

部門別の今後の職員の削減計画として執行機関側だ

けではなく議会を含む計画を策定している団体もあ

ることを明らかにしている。

このように，議会事務局の職員数に関連した先行

研究等はあるが，定量的な実態分析を詳細に行った

ものはなく，地方分権推進委員会の第 2次勧告等を

踏まえて実現した2000年地方分権改革を切っ掛けに

議会事務局職員数がどのように変化をしたのか等に

ついて定量的に分析をしたものはない。更に，議会

事務局の職員数が執行機関を中心とする市町村全体

の職員数の削減計画の影響を受けていることを示唆

している先行研究等もあるが，それを何らかの方法

によりその実態を定量的に明らかにしていない。ま

た，議会事務局が議員の政策立案などの活動をサ

ポートするならば， 1つの考え方として議員定数当

たりや議員 1人当たりの議会事務局職員数の多寡に

より議会事務局の充実度合いを定量的に論じること

76

公共政策志林　第 9号　2021年 3 月

市町村における議会事務局の職員数に関する研究



ができるが，そのような視座の先行研究等は管見の

限り存在していない。

そこで，先行研究等から，次項の仮説を提示し，

議会事務局の職員数について定量的な分析を試み

る。

3.2　仮説の提示

先行研究等を踏まえ次の仮説を提示する。

仮説 　議会事務局職員数は，2000年地方分権改革

を経ても充実は行われず，市町村全体の職員

の定員管理の影響を受けて決定されてきた。

この仮説については，地方分権推進委員会の第 2

次勧告により「議会事務局の体制整備」が打ち出さ

れ，この勧告を踏まえて2000年地方分権改革が実現

しているが，一方で執行機関を中心とする市町村全

体の職員数の削減計画の影響を示唆する先行研究を

踏まえると，2000年地方分権改革の「議会事務局の

体制整備」という打ち出しは実現されず，議会事務

局職員数は市町村全体の定員管理の影響を受けてき

たというものであり，「議会が独自の定数管理政策

をもつ」（大森2002：172）という改革は全体として

は一般化しなかったというものである。

4 ．分析
4.1　分析方法

仮説を検証するに当たり，以下の方法により分析

を行う。

分析期間として1991（平成 3）年度から2015（平

成27）年度までの25年（四半世紀）の期間を設定

し，各市区町村の議会事務局の職員数等を把握し時

系列分析を行う。これは2000年地方分権改革の前後

の一定期間の変化を分析するために期間を設定した

ものである。

仮説の検証に当たり，2000年地方分権改革の影響

については，議会事務局職員数及び普通会計職員数

の総数についての時系列変化と議員定数毎の議会事

務局職員数平均の時系列変化を観察する。2000年地

方分権改革を切っ掛けに充実強化が図られているの

ならば，2000（平成12）年度以降は議会事務局職員

数の総数の増加や減少をするとしても普通会計職員

数の総数の減少率より少ない率になると考えられる

とともに，議員定数毎の議会事務局職員数の平均値

も増加すると考えられ，充実強化がされていないの

であればその逆となる。

市町村全体の定員管理の影響を受けているか否か

については，議会事務局職員数と議員定数，議会事

務局職員数と普通会計職員数の間でクロスデータに

よる偏相関分析を実施しその推移を観察する。偏相

関分析とする理由等は後述（4.3）するが，市町村

全体の定員管理の影響を受けて議会事務局職員数が

決定されている場合，市町村間の相互参照により，

議会事務局の業務量として単純で分かりやすい議員

定数や市町村全体の普通会計職員数を基準としてい

るのではないかという視座であり，これらの変数間

に偏相関関係が観察されれば，議会事務局職員数は

市町村間の相互参照を通じて，議員定数や普通会計

職員数の定量的な影響を受けて決定されてきたと考

える事ができる。個別の市区町村の時系列の変数の

変化から分析を行う方法もあるが，都道府県と異な

り市町村は合併や市制施行などにより団体の属性が

分析期間内に変化をする場合も多いため，本論文で

は全国を 1つの分析対象とするクロスデータによる

分析とその結果の年度間比較により分析を行う。加

えて，補完的に地域による差を明らかにするために

各都道府県を分析対象とする分析も行う。

分析に用いる変数のうち議会事務局職員数及び普

通会計職員数については，主に総務省（旧自治省）

で調査を行っている地方財政状況調査（以下「決算

統計」という。）及び地方公共団体定員管理調査

（以下「定員管理調査」という。）で把握をしている

議会事務局職員数1及び普通会計職員数を用いる2。

この 2つの調査結果を用いるのは，個別の市区町村

の職員数について分析期間を通じて公表されている

一の統計が存在せず，この 2つの調査結果を用いる

ことによって分析期間を通じたデータを把握するこ

とができるためである。この両調査は，いずれも各

年度 4月 1 日現在3の議会事務局職員数及び普通会

計職員数が把握できるものであるが，本論文の分析
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においては後述する議員定数の分析上の取扱いとの

関係もあり，n年 4 月 1 日現在の議会事務局職員数

及び普通会計職員数は，（n – 1 ）年度の数として取

り扱うこととする。2007（平成19）年 4月 1日以前

の議会事務局職員数及び普通会計職員数は決算統計

のデータを用い，2008（平成20）年 4月 1日以降の

議会事務局職員数及び普通会計職員数は定員管理調

査のデータを用いる。この 2つの統計を用いても各

政令指定都市や各特別区について把握できない年度

があるため，同じく総務省（旧自治省）が行ってい

る地方公務員給与実態調査の調査結果から可能な限

りデータを把握し，把握が出来ない年度があった場

合でも直前直後の年度の数が把握できる場合は，そ

の平均値をもって分析に用いる変数と見なした。こ

れらの結果，1992（平成 4）年 4 月 1 日から2004

（平成16）年 4 月 1 日までの各特別区の議会事務局

職員数及び普通会計職員数を除いて変数を把握する

ことができた。なお，特別区合計の議会事務局職員

数及び普通会計職員数については分析期間の全年度

において把握できた。

同じく分析に用いる変数である議員定数について

は，総務省（旧自治省）で調査を行っている『地方

自治月報』に掲載されている個別の市区町村の数

値4を用いることとする。『地方自治月報』につい

ては印刷物や総務省HPで公表されている調査結果

であるが不定期の調査及び公表となっている。本論

文の分析期間とその前後では1992（平成 4）年度，

1995（平成 7）年度，1999（平成11）年度，2003

（平成15）年度 5，2007（平成19）年度，2009（平

成21）年度，2012（平成24）年度，2014（平成26）

年度及び2016（平成28）年度の当初の 4月 1日現在

の各市区町村の議員定数が公表されている。これら

の議員定数については年度当初時点の議員定数であ

ることから，その決定（変更をしないという非決定

も含む。）については，前年度以前の各市区町村の

議会における条例改正等の議論の結果が一般選挙を

経て年度当初の議員定数に反映される。また，年度

当初の議員定数も，次の一般選挙を経て変更される

可能性があるものであり，例えば統一地方選挙など

により 4月中に一般選挙がある場合は，年度当初時

点の議員定数をもって当該年度の議員定数と言い難

い面もある。そのため本論文の分析においては，議

員定数が定まるまでの制度等を踏まえ年度の当初 4

月 1日現在の議員定数について前年度の議員定数と

して取り扱う。具体的には，n年 4 月 1 日現在の議

員定数は分析上，（n – 1 ）年度の議員定数とする。

そのため，1991（平成 3）年度，1994（平成 6）年

度，1998（平成10） 年度，2002（平成14） 年度，

2006（平成18）年度，2008（平成20）年度，2011

（平成23）年度，2013（平成25）年度及び2015（平

成27）年度の 9年度について議員定数を用いた分析

を行う年度（以下「分析年度」という。）とする。

このように議会事務局職員数，普通会計職員数及

び議員定数について，n年 4 月 1 日現在の数を

（n – 1 ）年度の変数として取り扱う関係上，全体に

占める数としては少ないが 4月 1日に市町村合併を

行った市町村について一部欠損値となる等の状況が

生じる場合がある。本論文では分析に当たって欠損

値になる場合は，該当する市町村は標本から除いて

分析を行う。

また，前述のとおり各特別区の議会事務局職員数

及び普通会計職員数については把握ができない年度

が存在している。そのため本論文の分析では，特に

注記しない限り特別区を除いた市町村の分析として

いる。

4.2　記述統計等

分析期間の各年度の市町村の記述統計等について

は表 4 ⊖ 1 のとおりである。

分析期間中の標本数の推移を見ると，1991（平成

3）年度には3,237団体であり2003（平成15）年度

までほぼ同水準で推移するが，2004（平成16）年度

から「平成の合併」の影響が見られるようになり標

本数も減少し，2005（平成17）年度には2,000団体

を切り。2007（平成19）年度から1,700団体台とな

り2015（平成27）年度まで推移している。

分析期間中の市町村の議会事務局職員数は，1991

（平成 3）年度は11,266人であったが，2000年地方

分権改革前の1995（平成 7）年度に11,399人と分析

期間中のピークとなり，その後，減少に転じ2015
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（平成27）年度には7,951人となっている。これに関

連し普通会計職員数は，1991（平成 3）年度は

1,041,492人であったが，1994（平成 6） 年度に

1,065,018人と分析期間中のピークとなり，その後，

減少に転じ2015（平成27）年度には833,717人となっ

ている。これらは特別区を除いた市町村の推移だ

が，特別区を含めた市区町村の推移もほぼ同様の傾

向となっている。

議会事務局職員数の 1 市町村当たりの平均は，

1991（平成 3）年度の3.480人から増加傾向となり，

2000年地方分権改革前の1995（平成 7）年度の3.527

人をピークに減少に転じ，その後，2002（平成14）

年度の3.419人をボトムに再び増加に転じるが2005

（平成17）年度の4.843人をピークに再び減少に転じ，

その後は，4.6人前後で推移をしている。

市町村の普通会計職員数と議会事務局職員数の推

移について，1991（平成 3）年度と2015（平成27年

度）の対比で比較をすると普通会計職員数が0.801

倍に対し，議会事務局職員数が0.706倍となってお

り議会事務局職員数の減少が大きくなっている。こ

れは，2003（平成15）年度から2005（平成17）年度

にかけて議会事務局職員数が普通会計職員数と比較

表 4 ― 1 　分析期間における議会事務局職員数の記述統計等
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をすると大幅に減少しているのが大きな要因となっ

ている。具体的には，2003（平成15）年度と2005

（平成17）年度を比較すると，普通会計職員数が

23,868人減（0.975倍），議会事務局職員が1,986人減

（0.816倍）となっており，議会事務局職員数の減少

が目立つ。

議会事務局職員数のばらつきを示す変動係数と四

分位散布係数については，変動係数については減の

傾向（1991（平成 3）年度1.247→2015（平成27）

年度1.038），四分位散布係数については増の傾向

（1991（平成 3）年度0.200→2015（平成27）年度

0.500）となっている。

4.3　議会事務局職員数と議員定数並びに普通会計職

員数との関係

分析期間の最終年度である2015（平成27）年度に

ついて，市町村の人口段階別に議会事務局職員数と

議員定数並びに普通会計職員数の 3つの変数の平均

値等についてまとめたのが表 4 ⊖ 2 である。人口は

市町村間で自団体と類似の団体を探索する際に参考

とすることが多いと考えられるものである。人口区

分の設定に当たっては地方自治法による人口を基準

とする市町村制度等を参考とした。この表から3.1

で述べた江藤（2012）の議会事務局職員数について

の記述内容と同様の傾向が確認できるとともに，全

市町村平均の議会事務局職員数が4.628人であり議

員定数 1 人当たり議会事務局職員数が0.266人であ

ること，人口が多い区分の市町村ほど議会事務局職

員数が多く議員 1人当たりの議会事務局職員数も多

いことが分かる。

分析年度における 3つの変数の市町村における時

系列の記述統計等をまとめたのが表 4 ⊖ 3 である。

この表においては個別の市町村において 3つの変数

が全て把握できた市町村を対象としている（以下

「分析団体」という。）。この 3 つの変数を用いて議

会事務局職員数，普通会計職員数並びに議員定数の

偏相関分析を分析年度毎に行ったのが表 4 ⊖ 4 及び

表 4 ⊖ 5 である。表 4 ⊖ 4 はピアソンの積率相関（以

下「積率相関」という。），表 4 ⊖ 5 はスピアマンの

順位相関（以下「順位相関」という。）による偏相

関分析である。一般的に用いられる積率相関に加え

順位相関を用いるのは，積率相関と比較し順位相関

は，外れ値の影響を受けにくく，かつ，数の絶対差

（例：A市の議員定数は，B市より 1人少ない）では

なく，数の順位（例：B市の議員定数は，A市の次

に多い）を重視して議会事務局職員数を決定してい

る市町村が存在する可能性を分析上考慮するためで

ある。

この分析の目的は議会事務局職員数を特定の分析

年度でとらえ，各市町村間の相互参照により普通会

計職員数や議員定数を基準に定量的に決定されてき

たのではないかということを明らかにするためであ

る。偏相関分析とする理由は，例えば議員定数の減

は，市町村の普通会計職員数の削減する動きに呼応

して行われる可能性があることから，それぞれの変

数の影響をコントロールするためである。また，相

関分析では統計的には変数間の因果関係は明らかに

ならないが，本分析では議会事務局職員数をいわゆ

る従属変数，議員定数及び普通会計職員数をいわゆ

る独立変数として扱う。これは，議会事務局職員数

の増減が原因となって，議員定数や普通会計職員数

に大きな影響を与えるような増減が生じる事が考え

にくい一方で，市町村全体の定員管理の観点から議

員定数の増減は議会事務局の業務量の増減と単純に

見なされ議会事務局職員数が決定されたり，普通会

計職員数の増減は，議会事務局職員数について同一

歩調の増減を求める可能性があるためである。

表 4 ⊖ 4 及び表 4 ⊖ 5 の偏相関分析の結果は，積率

相関については，議会事務局職員数と議員定数につ

いては2006（平成18）年度を除き「強い偏相関関

係」があり，2006（平成18）年度においても「中程

度の偏相関関係」が確認される6。議会事務局職員

数と普通会計職員数については，1991（平成 3）年

度，1994（平成 6）年度，2006（平成18）年度にお

いて「強い偏相関関係」があり，これらの分析年度

以外については「中程度の偏相関関係」がある。順

位相関については，議会事務局職員数と議員定数に

ついては全ての分析年度において「強い偏相関関

係」がなく「中程度の偏相関関係」も確認されな

い。議会事務局職員数と普通会計職員数について
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は，全ての分析年度において「中程度の偏相関関

係」が確認できる。積率相関と順位相関の結果と比

較をすると，議会事務局職員数と議員定数の偏相関

関係については大きく異なる結果となっており，議

員定数そのものと議員定数の順位では議会事務局職

員数との関係が大きく異なっている。議会事務局職

員数と普通会計職員数については，どちらの偏相関

分析でも「中程度の偏相関関係」以上の関係が全分

析年度を通じて確認できる。また，積率相関と順位

相関で共通して観察できる傾向としては，2006（平

表 4 ― 2 　人口段階別の議会事務局職員数等の状況（2015年度）
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成18）年度から普通会計職員数と議会事務局職員数

の偏相関関係が弱くなっている傾向が確認できる。

次に地域差を確認するために，2015（平成27）年

度のデータを用いて同様の分析を都道府県別に行

う。議員定数における先行研究（例えば，三沢

（2002：53））では，議員定数が多い地域と少ない地

域が存在していたことが明らかになっているが，こ

れは同一の都道府県内の市町村間で人口規模などを

基準に相互参照が行われたためと筆者は考えてい

る。この分析を行う事で，前述の全国での分析に加

えて都道府県内の市町村間で定量的な相互参照が行

われているかを明らかにすることが出来る。その結

果が積率相関については表 4 ⊖ 6 ，順位相関につい

ては表 4 ⊖ 7 に示している。

積率相関については，議会事務局職員数と議員定

数との偏相関分析においては，「強い偏相関関係」

が12都道府県，偏相関関係なしが 6都道府県となっ

ている。議会事務局職員数と普通会計職員数との偏

相関分析については，「強い偏相関関係」が30都道

府県，偏相関関係なしが 2都道府県となっている。

これらのことから都道府県により差があり，普通会

計職員数との間で「強い偏相関関係」が確認される

都道府県が多く見られる。

順位相関については，議会事務局職員数と議員定

表 4 ― 3 　分析年度における分析団体に係る議会事務局職員数等の記述統計等
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表 4 ― 4 　分析年度における議会事務局職員数，議員定数，普通会計職員数の偏相関分析（積率相関）

出典：表 4 ⊖ 3 の個別市町村のデータから筆者作成。

表 4 ― 5 　分析年度における議会事務局職員数，議員定数，普通会計職員数の偏相関分析（順位相関）

出典：表 4 ⊖ 3 の個別市町村のデータから筆者作成。
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数との偏相関分析においては，「強い偏相関関係」

が確認できる都道府県はなく，偏相関関係なしが19

都道府県となっている。議会事務局職員数と普通会

計職員数との偏相関分析については，「強い偏相関

関係」が 7都道府県，偏相関関係なしが 5都道府県

となっている。これらのことから都道府県により差

があり，普通会計職員数との間で「強い偏相関関

係」が確認される都道府県が多く見られる。

議員定数と議会事務局職員数の 2つの変数を用い

て分析年度における議員定数毎の議会事務局職員数

の平均値の時系列の変化をまとめたものが表 4 ⊖ 8

である。多くの議員定数において議会事務局職員数

の平均値は高くなってきており，例えば2015（平成

27）年度の議員定数の平均に近い17人を見てみる

と，1991（平成 3）年度は2.000人であったが2000

年地方分権改革を経て2002（平成14）年度には3.500

人と 3 人を超え，2006（平成18）年度には4.067人

と 4人を超え，分析年度の最終年度である2015（平

表 4 ― 6 　2015年度における都道府県別の議会事務局職員数との偏積率相関分析等

出典：表 4 ⊖ 3 の個別市町村のデータから筆者作成。
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成17）年度には4.588人となっている。2000年地方

分権改革を経て議会事務局職員数が増加傾向となっ

ており，他の議員定数の区分でも同様の傾向が見ら

れる。言い換えれば，議員 1人当たりの議会事務局

職員数が増えているということである。

4.4　考察

議会事務局職員数は，人口規模が大きい市町村ほ

ど多い傾向であるが全体で見ると2015（平成27）年

度においては市町村全体の平均で4.628人であり，

議員定数の平均である17.4人と対比するとおおよそ

議員 4人に対し議会事務局職員が 1人という体制で

ある。執行機関である長の補助職員の体制と比較す

ると脆弱な体制であることが改めて確認された。

議会事務局職員数の総数については，分析期間全

体を通じて見ると2000年地方分権改革による充実を

示唆するものは見られず，減少率で見ると普通会計

職員数の総数の減少より大きく減少をしている。特

表 4 ― 7 　2015年度における都道府県別の議会事務局職員数との偏順位相関分析等

出典：表 4 ⊖ 3 の個別市町村のデータから筆者作成。
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表 4 ― 8 　議員定数別の議会事務局職員数の推移

出典：表 4 ⊖ 3 の個別市町村のデータから筆者作成。
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に2003（平成15）年度から2005（平成17）年度まで

の間の減少が普通会計職員数と比較をして著しく大

きくなっている。「平成の合併」は市町村の規模を

大きくすることにより「管理部門の効率化」を図り

ながら「専任の職員を配置」をすることによりサー

ビスの高度化・多様化を行うことも期待されてい

た7が，議会事務局については，総務省（旧自治省）

の定員モデルにおいて「議会・総務」とされた事に

象徴されるように，「管理部門の効率化」との理解

の下で多くの合併市町村において効率化されたと考

えられる。

また，議会事務局職員数は，全国の市町村での偏

相関分析の結果から議員定数並びに普通会計職員数

と一定の偏相関関係があることが分かった。分析年

度において時系列で見ると，積率相関では，「平成

の合併」の影響を受けたと考えられる2006（平成

18）年度以外において，議会事務局職員数と議員定

数の間で「強い偏相関関係」が確認され，議会事務

局職員数と普通会計職員数の間では，同じく2006

（平成18）年度以外の推移を見ると，「強い偏相関関

係」から「中程度の偏相関関係」に変化をしてきて

いる。これは議会事務局職員数について議員定数を

基準に決定され続けている一方で，普通会計職員数

と同一歩調での議会事務局職員数の決定という考え

方が徐々になくなる方向に変化してきていることを

示している。順位相関については，特に議員定数が

議会事務局職員数に与える影響が積率相関の結果と

は大きく異なる分析結果となっているが，議会事務

局職員数の決定に当たっては，議員定数の順位とい

う見方がほとんど考慮されていないことを示してい

ると考えれば矛盾がない分析と考えられる。そし

て，都道府県毎に見ると影響の受け方も異なり地域

差が存在するが，多くの都道府県内の市町村間で議

員定数や普通会計職員数を基準に相互参照が行われ

ていることが示唆される。このような状況から議会

事務局職員数は，市町村全体の定員管理の影響を受

けていると考えられ，「議会が独自の定数管理政策

をもつ」（大森2002：172）というような議会改革の

実現などを考慮し議会が主体的に議会事務局職員数

を決定する状態に至っていないと考えられる。

なお，分析期間において議員定数が大幅に減少し

ていることもあり，議員定数別に時系列で比較する

と議会事務局職員数は増加傾向にある。議会事務局

職員数が元々少なかったということもあるが，2000

年地方分権改革以降の議会の重要性も多くの市町村

の定員管理の中で若干の考慮がなされ，議員定数の

削減見合いについて定量的に削減を行ってこなかっ

たものと考えられる。

5 ．仮説の検証

本論文では次の仮説を提示した。

仮説 　議会事務局職員数は，2000年地方分権改革

を経ても充実は行われず，市町村全体の職員

の定員管理の影響を受けて決定されてきた。

分析の結果から分析期間を通じて普通会計職員数

の削減見合いを超える議会事務局職員数の削減が行

われてきたことから，この点から見れば議会事務局

職員数の充実は行われてはいない。ただし，議員定

数別の議会事務局職員数の平均の推移で見ると，

2000年地方分権改革を経て，同一の議員定数当たり

の議会事務局職員数は増加傾向となり若干の充実が

図られてきている。

分析年度において全国の市町村において偏相関分

析を行った結果，議会事務局職員数は，「平成の合

併」の影響を強く受けた2006（平成18）年度を除

き，積率相関においては議員定数と「強い偏相関関

係」があることから，議員定数の増減を業務量の変

化と単純に理解をした上で議会事務局職員数が定量

的に決定されてきたと考えられる。また，普通会計

職員数については，全国の市町村において偏相関分

析を行った結果，2006（平成18）年度以降，偏相関

関係が弱くなっているものの，積率相関においても

順位相関においても，「中程度の偏相関関係」以上

の関係が確認でき，2015（平成27）年度のデータか

ら都道府県別に分析をすると議会事務局職員数と普

通会計職員数との間に「強い偏相関関係」が確認で

きる都道府県も多くみられる。これらのことから，
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「議会が独自の定数管理政策をもつ」（大森2002：

172）という状況ではなく，市町村全体の定員管理

の影響を受けて議会事務局職員数が決定されてきた

と考えられる。

仮説全体としては，前述のとおり議員定数別に見

た場合，議会事務局職員数が若干の充実がされてお

り，充実が行われていないと言い切れないことから

一部支持となる。

6 ．おわりに

議会事務局職員数については，マクロ的な視座で

見た場合，2000年地方分権改革を経てもその数を増

やしてこなかった事が確認できた。特に「平成の合

併」が行われた時期の普通会計職員数の減少率を大

幅に上回る議会事務局職員数の減少が特徴的であ

る。市町村合併の効果の 1つとして市町村の管理部

門が効率化され専任職員の配置が可能になると言わ

れていたが，普通会計職員数の減少率を議会事務局

職員数の減少率が上回っているということは，合併

前の旧市町村の議会事務局職員数の合計を合併後の

新市町村の議会事務局職員数としたり，執行機関の

管理部門の効率化により活用できる職員数を議会事

務局に再配分するという動きはマクロ的に見ればな

く，むしろ，効率化をして他の部門に再配分をして

いるということであり，全体としては議会事務局と

いう議員活動をサポートするための「専任の組織の

増強」という大きなチャンスを逃したと評すること

もできよう。

また，議会事務局職員数は，議会が独自の定員管

理政策をもち決定をしているという状況にはなって

いないと考えられ，議会改革の成否に影響を与える

と考えられる議会事務局職員数という量的な面の在

り方を議会が主体的に検討していない，若しくは，

主体的な検討を行っているものの市町村全体の定員

管理が優先され，議会改革を実現するための真に必

要な人員体制となっていない可能性を示唆している。

本論文では，市町村の属性が市町村合併などによ

り変化するということもあり，マクロ的な視座で議

員定数並びに普通会計職員数が議会事務局職員数の

決定に与える定量的な影響をクロスデータにより分

析をしてきた。すなわち市町村が市町村全体の視座

から議員定数や普通会計職員数を基準に相互参照に

より議会事務局職員数を決定してきたのではないか

という分析である。今後，本論文の分析に加えて，

市町村合併などを行わなかった市町村を抽出し，個

別の市町村の時系列の分析を行うことにより，市町

村合併などの属性変化という要因を取り除いた議会

事務局職員数の状況を明らかにすることも重要であ

ると考えられる。このことにより市町村合併などを

行わなかった市町村に限定したものとなるが，例え

ば議員定数が増となっていないのにも関わらず議会

事務局職員数が増となるような独自の定数管理政策

をもつ市町村の議会がどの程度存在するのかなども

明らかになり，それらの議会の議会改革などの活動

が特徴的なのかを確認することもできる。また，本

論文は，定量的な面での分析であるため個別の市町

村の議会において「スペシャリスト（専門職）の配

置」等の職員数以外での質的な面において議会事務

局の充実を図ったか否かについては把握できていな

い。議会事務局の質的な充実の実態については，各

市町村の議会事務局職員の人事の状況等を把握し分

析を行う必要があり，標本数の多さから把握方法な

どについて検討を要するが，本研究で明らかにされ

たことを深化させるためには重要な要素である。こ

れらの点については今後の課題としたい。

注

1 　本論文では，決算統計並びに定員管理調査において部
門別に振り分けた際に議会に分類される職員数を議会事
務局の職員数としている。すなわち厳密には議会事務局
職員数を調査した統計でないことに留意が必要である。
2　ただし，両調査では一般職である教育長についての
取扱いが異なっており普通会計職員数の解釈に留意が必
要。具体的には，決算統計は教育長を職員数から除いて
いるが，定員管理調査においては含まれている。
3　全体からみればわずかな団体数であるが，決算統計
では 4月 1 日に市町村合併を行った場合，消滅する市町
村の職員数関係の報告は市町村合併の直前の 3月31日現
在の数を報告していると考えられる団体もある。本論文
ではこのことについて特別な分析上の取扱いは行ってい
ない。
4　『地方自治月報』で公表されている個別の市区町村
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の議員定数のデータを用いるに当たり，欠損値がある市
区町村は除いて分析を行った。また，『地方自治月報』
内の不整合箇所については，筆者の責任でデータを修正
し分析を行っている。
5　法定定数制度と上限付条例定数制度の両方の議員定
数が公表されているが，本論文では上限付条例定数制度
の議員定数を用いている。
6　本論文では，0.7＜r≦1.0は「強い（偏）相関」，0.4＜
r≦0.7は「中程度の（偏）相関」，0.2＜r≦0.4は「弱い
（偏）相関」としている。
7　市町村合併と専任職員数の配置については，例えば
次の国会答弁がある。
　「いずれにしても，この市町村合併をしっかりやるこ
とによりまして市町村の行財政基盤をしっかり強化する
と。あわせて，管理部門の効率化も図られながら，その
自治体が提供するサービスは大変良くなると。こういっ
たことが可能となるわけでありまして，どうしても小規
模町村では，例えば設置困難な専任の組織とか職員の配
置とか，また専門職の採用ですか，増強，こういったと
ころがどうしても限られますので，やはり市町村合併と
いうものをしっかりやって，その基礎的自治体をしっか
りと強化するという観点の延長線で私はこの人材の確保
は図られるし，そのためにも総務省はしっかり応援して
いかなければいけない，そのように認識しております。」
（154－参－総務委員会－ 4 号 平成14年03月19日　総務
副大臣（若松謙維君））
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